
古殿町新型コロナウイルス感染症対策支援交付金交付要綱 

（目的） 

第１条 令和２年新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ感染症」という。）拡大の

影響を受け、売上が減少した町内事業者等に対し、今後の事業継続，経営安定化を目的

とした支援を行うため、この要綱に基づき、古殿町新型コロナウイルス感染症対策支援

交付金（以下「交付金」という。）を交付する。 

（交付対象者及び交付金の額） 

第２条 交付金の交付対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、町内で事業を営む

中小企業・小規模事業者等（以下「事業者」という。）であって、福島県が行う『福島県

新型コロナウイルス感染症対策支援交付金』の交付を受けた事業者とし、１件あたりの

交付額は 10 万円とする。ただし、古殿町農業経営継続支援事業の交付対象者は除くもの

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、町税等の滞納がある者は、交付対象者に該当しないものと

する。 

 （交付申請） 

第３条 交付金の交付を受けようとする者は、次の各号に掲げる書類を添えて、令和２年

１月３０日までに町長に提出しなければならない。 

(１) 古殿町新型コロナウイルス感染症対策支援交付金交付申請書（請求書）（様式第１ 

号） 

(２) 福島県新型コロナウイルス感染症対策支援交付金の交付決定を受けたことを証す

る書類 

(３) その他町長が必要と認める書類 

（交付決定及び交付） 

第４条 町長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、速やかに内容を審査の

うえ、交付の可否を決定し、交付を決定する場合には、古殿町新型コロナウイルス感染

症対策支援交付金交付決定通知書（様式第２号）により、不交付とする場合には、古殿

町新型コロナウイルス感染症対策支援交付金不交付決定通知書（様式第３号）により申

請者に通知するものとする。 

２ 前項の規定において、交付の決定がされた申請者に対し、速やかに口座振込により交

付金を交付しなければならない。 

 （交付金の返還） 

第５条 交付金の交付決定後、この要綱に反する事実を認めた場合には、速やかにその旨

を町長に通知し、交付金の返還をしなければならない。 

 （失効） 

第６条 この要綱は令和３年３月３１日をもってその効力を失うものとする。 



 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、この事業の施行に関し必要な事項は、町長が別に

定める。 

   附 則 

この要綱は、令和２年１１月１日から適用する。 


